
企業等の地方移転・地方採用、地方大学の活性化等施策

平成２６年１０月３日

東広島市長  藏 田 義 雄

企業の本社機能、研究開発機能、
マザー工場の３点セットでの

地方移転施策を提言



 ２ 賀茂学園都市建設とテクノポリス建設の成果 

 ３ ①企業の本社移転、②研究開発機能、③マザー工場 

   の３点セットでの地方移転 

 ４ ３大都市圏企業本社の大胆な地方移転を進めるため 

   の３手法   
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東広島市の概況 
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２ 

賀茂学園都市建設とテクノポリス建設の成果 

●都市建設のための基盤整備   ●民間の投資活動 
 産業団地・道路・上下水道等    設備投資・住宅建設 

  8,600億円           １兆5,200億円    

東広島市の経済発展を支えた経済循環（成長サイクル） 
（昭和49年度～平成15年度の累計額） 

●定住条件、市外からの通勤条件の整備 

●就業者の増加 31,000人 

●人口の増加 

  63,000人 

●税の増収効果 

 地方税の増収効果 2,100億円 

循環 

循 
環 

循環 

循
環 

●都市発展の基盤となる産業振興 
●市内需要の拡大に対応する産業の発展 
●雇用の創出 
●集積効果による市内向け産業の高度化・移出産業化 

【労働】 【資本ストック】 

【企業活動】 

【人口】 
【財政】 

 「賀茂学園都市」建設 「広島中央テクノポリス」建設 

人
口
増 



①企業の本社移転、②研究開発機能、③マザー工場の３点セットでの地方移転 

３ 

１ 人  材 

地方で人材と企業が相互に 
高めあうスキームづくり 

特色ある 
 地方大学 
試験研究機関 

  本社機能 
  マザー工場 
  研究開発機能 

 
地方企業の高度化、
海外企業との競争
力強化 

本社立地が地方経済に与える主な影響 

新たなビジネスチャンス 
新たな事業、製品やサービス・技術についての意思決定
が行われることから、ビジネスチャンスを創出し、地域
内外から新たな企業、人、資本を呼び込む。 

地域内他企業への需要 
調達、購買、外注等決定、管理する拠点として需要を生
み出す。併せて、企業本社の創出したビジネスチャンス
を求める企業が集積し、さらなる需要が発生する。 

２ 研究開発 ３ 本社機能 

大   学 サイエンスパーク ほとんど立地なし 

雇用創出 
本社機能が立地することで、直接雇用が発生する。 

税   収 
企業の売上の一定割合が立地する地域の税収となる。 
同時に、従業員の所得からも税収が発生する。 

企業の本社機能など３点セットでの地方移転により、地域経済の活性化を図る 

経済活性化の３要素 



４ 

３大都市圏企業本社の大胆な地方移転を進めるための３手法 

大学や広島中央サイエンスパークをはじめとする試験研究機関での人的、知的、物
的資源等の有効活用を図るため、次の３手法を提案 

○主に大都市を対象とした「国家戦略特区」だけでなく、地方経済にも目を向けた成長戦略を展開
すべく、特区制度を活用した企業本社の地方移転策の検討 

 ○ 課税特例     企業への投資促進税制（特別償却の適用など） 
 ○ 補助金による助成 施設整備に係る補助 
 ○ 低利融資     政府系金融機関等による低利融資 

○特区制度の活用や地方における設備投資、研究開発投資の優遇税制により移転が達成されること
が望ましいが、これらを補完するため事務所の立地規制など、一定の強制力を持った対応策の検討 

地方の自立的成長を高め、国全体の成長に結びつく 

②地方における設備投資、研究開発投資の優遇税制 
 

③３大都市圏での企業本社の立地規制 

①特区制度の活用 



団地名 開発面積
（㎡） 

分譲
率 事業主体 

① 磯松工業団地 401,701 100% 広島県 

② 御薗宇工業団地 281,657 100% 広島県 

③ 木谷木工団地 66,663 100% 安芸津町 

④ 風早地区干拓第１
工区 211,010 100% 広島県 

⑤ 風早地区干拓第３
工区 90,062 100% 広島県 

⑥ 吉行工業団地 385,942 100% 広島県 

⑦ 飯田研究団地 72,663 100% 東広島市土
地開発公社 

⑧ 吉川地区工業団
地 457,370 100% 広島県 

⑨ 原地区工業団地 88,672 100% 広島県 

⑩ 田口地区工業団
地 234,594 100% 広島県 

⑪ 東広島中核工業
団地 700,900 100% 広島県土地

開発公社 

⑫ 河内臨空団地 272,573 100% 広島県土地
開発公社 

⑬ 広島中央サイエン
スパーク 317,721 100% 広島県 

⑭ 高屋東地区工業
団地 312,630 81.5% 広島県 

⑮ 黒瀬工業団地 277,877 100% 広島県 

⑯ 志和流通団地 333,041 100% 東広島市土
地開発公社 

⑰ テクノタウン東広
島 408,283 48.9% 広島県 

東広島市の産業団地の状況 
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６ 

広島中央サイエンスパーク【立地研究機関】 

研  究  機  関  名  等 

１ 株式会社広島テクノプラザ 

２ 株式会社フェニックスバイオ 

３ 中国電力株式会社 エネルギア総合研究所 

４ 独立行政法人 酒類総合研究所 

５ 国立大学法人 広島大学 産学・地域連携センター 

６ 独立行政法人 国際協力機構 中国国際センター 

７ 広島国際協力センター［財団法人ひろしま国際センター］ 

８ 広島県立総合技術研究所 西部工業技術センター 生産技術アカデミー 

９ 広島起業化センター（クリエイトコア）［公益財団法人ひろしま産業振興機構］ 

１０ 独立行政法人 産業技術総合研究所 中国センター 



東広島市内の大学、学生及び教職員数 

７ 

•市内の大学：広島大学、近畿大学工学部、広島国際大学、 
      （エリザベト音楽大学） 
•市内学生数、教職員数（合計）：18,327人（2014年5月1日現在） 

大学名 市内学部学生数 教職員数 合計 

広島大学 11,784 1,590 13,374 

近畿大学工学部 2,108 135 2,243 

広島国際大学 2,477 233 2,710 

合計 16,369 1,958 18,327 

（単位：人） 
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